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第１章第１章第１章第１章    都市公園都市公園都市公園都市公園    

 

第１節第１節第１節第１節    都市公園の種類及び配置基準都市公園の種類及び配置基準都市公園の種類及び配置基準都市公園の種類及び配置基準    

 

１１１１    都市公園の種類都市公園の種類都市公園の種類都市公園の種類    

 (1) 公園の分類 

   一般に「公園」と呼ばれるものは、営造物公園と地域制公園とに大別される。 

   営造物公園は都市公園法に基づく都市公園に代表される。営造物公園は国又は地方公共団体が一

定区域内の土地の権原を取得し、目的に応じた公園の形態を創り出し一般に公開する営造物である。 

   地域制公園は自然公園法に基づく自然公園に代表される。国又は地方公共団体が一定区域内の権

原に関係なく、その区域を公園として指定し土地利用の制限や一定の行為の禁止又は制限等によっ

て自然景観を保全することを主な目的とする。 

   「公園」の分類を一覧表にしたものが下記の表である。 

 

「公園」の分類 

国民公園（＝皇居外苑、新宿御苑、 

国の営造物公園･･････    京都御苑）･･･環境庁設置法 

営造物公園             都市公園（＝国営公園）･･･ 

都市公園法 

公園         地方公共団体の    都市公園･････････････････ 

営造物公園･･････ その他の公園（＝特定地区公園など） 

地域制公園･･･国立公園、国定公園、都道府県立自然公園････････････自然公園法 
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 (2) 都市公園の定義 

   都市公園は都市公園法（昭和31年法律第79号）の２条第１項で次のように定義されている。 

 

 この法律において「都市公園」とは、次に 

掲げる公園又は緑地で、その設置者である地 

方公共団体又は国が当該公園又は緑地に設け 

る公園施設を含むものとする。 

１．都市計画施設［都市計画法（昭和43年法 

律第100号)第４条第６項に規定する都市計 

画施設をいう。次号において同じ］である 

公園又は緑地で地方公共団体が設置するも 

の及び地方公共団体が同条第２項に規定す 

る都市計画区域内において設置する公園又 

は緑地 

２．次に掲げる公園又は緑地で国が設置する 

もの 

 イ．１の都府県の区域を超えるような広域 

の見地から設置する都市計画施設である 

公園又は緑地（ロに該当するものを除く） 

 ロ．国家的な記念事業として、又は我が国 

固有の優れた文化的資産の保存及び活用 

を図るため閣議の決定を経て設置する都 

市計画施設である公園又は緑地 

  つまり、都市公園は都市公園法第２条に基づく、下記の①又は②に該当する公園又は緑地である。 

  ① 都市計画施設である公園又は緑地で、国又は地方公共団体の設置するもの。この場合、都市計

画区域の内外を問わない。 

  ② 都市計画法による都市計画区域内において、地方公共団体が設置する公園又は緑地。この場合、

都市計画決定の有無に関わらず、また、都市計画事業の執行によって生じたものに限らない。 

 

  なお、都市公園は都市公園を管理することになる者（国、地方公共団体）が供用を開始するにあた

り政令で定める事項を公告することにより設置されるものである（都市公園法第２条２）。 

都市計画法第４条第６項 

この法律において「都市計画施設」とは、 

都市計画において定められた第11条第１項各 

号に掲げる施設をいう。 

都市計画法第11条第１項 

都市計画区域については、都市計画に、次

に掲げる施設を定めることができる。この場

合において、特に必要があるときは、当該都

市計画区域外においても、これらの施設を定

めることができる。 

都市計画法第11条第１項第２号 

公園、緑地、広場、墓地その他の公共空地 
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 (3) 都市公園の種類 

   都市公園は、機能、目的、利用対象、誘致圏域等によって①住区基幹公園、②都市基幹公園、③

大規模公園、④国営公園、⑤緩衝緑地等の５つに大別されている。 

種 類 種 別 内              容 

住区基幹 

公  園 

街 区 公 園 

主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする公園で１箇

所当たり面積0.25haを標準として配置する。 

近 隣 公 園 

主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園で１箇所

当たり面積２haを標準として配置する。 

地 区 公 園 

主として徒歩圏内に居住する者の利用に供することを目的とする公園で１

箇所当たり面積４haを標準として配置する。 

特定地区公園 

都市計画区域外の一定の町村における農山漁村の生活環境の改善を目的と

する特定地区公園（カントリーパーク）は、面積４ha以上を標準として配

置する。 

都市基幹 

公  園 

総 合 公 園 

都市住民全般の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供するこ

とを目的とする公園で都市規模に応じ１箇所当たり面積10～50haを標準と

して配置する。 

運 動 公 園 

都市住民全般の主として運動の用に供することを目的とする公園で都市規

模に応じ１箇所当たり面積15～75haを標準として配置する。 

大 規 模 

公  園 

広 域 公 園 

主として一つの市町村の区域を超える広域のレクリエーション需要を充足

することを目的とする公園で、地方生活圏等広域的なブロック単位ごとに

１箇所当たり面積50ha以上を標準として配置する。 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ都市 

大都市その他の都市圏域から発生する多様かつ選択性に富んだ広域レクリ

エーション需要を充足することを目的とし、総合的な都市計画に基づき、

自然環境の良好な地域を主体に、大規模な公園を核として各種のレクリ

エーション施設が配置される一団の地域であり、大都市圏その他の都市圏

域から容易に到達可能な場所に、全体規模1,000haを標準として配置す

る。 

国 営 公 園 

一の都府県の区域を超えるような広域的な利用に供することを目的として

国が設置する大規模な公園にあっては、１箇所当たり面積おおむね300ha

以上として配置する。国家的な記念事業等として設置するものにあって

は、その設置目的にふさわしい内容を有するように配置する。 

緩

 
 

 

衝

 
 

 

緑

 
 

 

地

 
 

 

帯

 

特 殊 公 園 

風致公園、動植物公園、歴史公園、墓園等特殊な公園で、その目的に則し

配置する。 

緩 衝 緑 地 

大気汚染、騒音、振動、悪臭等の公害防止、緩和若しくはコンビナート地

帯等の災害の防止を図ることを目的とする緑地で、公害、災害発生源地域

と住居地域、商業地域等とを分離遮断することが必要な位置について公

害、災害の状況に応じて配置する。 

都 市 緑 地 

主として都市の自然的環境の保全並びに改善、都市の景観の向上を図るた

めに設けられている緑地であり、１箇所当たり面積0.1ha以上を標準とし

て配置する。 

但し、既成市街地等において良好な樹林地等がある場合あるいは植樹によ

り都市に緑を増加又は回復させ都市環境の改善を図るために緑地を設ける

場合にあってはその規模を0.05ha以上とする。（都市計画決定を行わずに

借地により整備し都市公園として配置するものを含む） 

縁 道 

災害時における避難路の確保、都市生活の安全性及び快適性の確保等を図

ることを目的として、近隣住区又は近隣住区相互を連絡するように設けら

れる植樹帯及び歩行者路又は自転車路を主体とする緑地で幅員10～20mを

標準として、公園、学校、ショッピングセンター、駅前広場等を相互に結

ぶよう配置する。 

注）近隣住区＝幹線街路等に囲まれたおおむね１km四方（面積100ha）の居住単位 
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２２２２    都市公園の配置都市公園の配置都市公園の配置都市公園の配置及び規模の及び規模の及び規模の及び規模の基準基準基準基準    

 

 (1) 経過 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

（平成23年法律第105号。「第２次一括法」という。）が平成23年８月30日に公布され、同法によ

る都市公園法（昭和31年法律第79号）及び都市公園法施行令（昭和31年政令第290号）が改正され、

平成24年４月１日から施行された。 

これに伴い、都市公園法第３条第１項の「都市公園の設置基準」及び第４条第1項の「公園施設

の設置基準」における一の都市公園に公園施設として設けられる建築物の建築面積の総計の制限に

ついて、国が政令で定める基準（都市公園法施行令第１条の２、第２条、及び第６条第２項～第５

項）を参酌して地方公共団体が条例で定めることとされた。 

これを受けて長野県では「長野県都市公園条例」を改正し、詳細基準を「長野県都市公園規則」

に規定した。（平成25年４月１日施行） 

 

 (2) 長野県都市公園条例（抜粋）（平成25年４月１日施行） 

（配置及び規模の基準） 

第４条の２ 法第３条第１項の条例で定める基準は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 県の区域内の都市公園（国及び他の地方公共団体が設置するものを含む。第３号におい 

て同じ。）の県民１人当たりの敷地面積が10平方メートル以上となるようにすること。 

（２） 広域の利用に供するものとして配置し、及び規模を定めること。 

（３） 県における都市公園の分布の均衡を図り、かつ、防火、避難等災害の防止に資するよう考 

慮して配置し、及び規模を定めること。 

（４） 容易に利用することができるように配置し、その利用目的に応じて都市公園としての機能 

を十分発揮することができるように規模を定めること。 

（公園施設の基準） 

第４条の３ 法第４条第１項本文の条例で定める割合は、100分の２とし、同項ただし書の条例で

定める範囲は、運動施設を設ける場合その他の規則で定める場合ごとに規則で定める。 

 

(3) 長野県都市公園園規則（抜粋）（平成25年４月１日施行） 

（公園施設の基準） 

第１条の２ 条例第４条の３第１項の規定により定める範囲は、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ、当該各号に定める範囲とする。 
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（１） 都市公園法施行令（昭和31年政令第290号。以下この項において「政令」という。）第６条

第１項第１号に掲げる場合同号に規定する建築物に限り、当該都市公園の敷地面積の100分の

10を限度として都市公園法（昭和31年法律第79号。次条及び第３条において「法」とい

う。）第４条第１項本文及び条例第４条の３第１項の規定により認められる建築面積を超え

ることができること。 

（２） 政令第６条第１項第２号に定める場合同号に規定する建築物に限り、当該都市公園の敷地

面積の100分の20を限度として法第４条第１項本文及び条例第４条の３第１項の規定により認

められる建築面積を超えることができること。 

（３） 政令第６条第１項第３号に定める場合同号に規定する建築物に限り、当該都市公園の敷地

面積の100分の10を限度として法第４条第１項本文及び条例第４条の３第１項又は前２号の規

定により認められる建築面積を超えることができること。 

（４） 政令第６条第１項第４号に定める場合同号に規定する建築物に限り、当該都市公園の敷地

面積の100分の２を限度として法第４条第１項本文及び条例第４条の３第１項又は前３号の規

定により認められる建築面積を超えることができること。 
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【参考】 

都市公園等の配置基準及び模式図は下記の通りである。 

誘致距離0.50km 

 

誘致距離0.25km 
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第２節第２節第２節第２節    都市公園モデル図都市公園モデル図都市公園モデル図都市公園モデル図    

 

１１１１    公園モデル図公園モデル図公園モデル図公園モデル図    

 1) 住区基幹公園 

  (1) 街区公園 

    主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする公園で誘致距離250mの範囲内で

１カ所当たり面積0.25haを標準として配置する。 

モ デ ル 図    0.25ha 
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  (2) 近隣公園 

    主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園で、１近隣住区当たり１カ所

を誘致距離500mの範囲内で１カ所当たり面積２haを標準として配置する。 

モ デ ル 図    ２ha 
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  (3) 地区公園 

    主として地区（４近隣住区）に居住する者の利用に供することを目的とする公園で１地区当た

り１カ所面積４haを標準として配置する。 

モ デ ル 図    ４ha 
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 2) 都市基幹公園 

  (1) 総合公園 

    都市住民全般の休息、観賞、徒歩、遊戯、運動等、総合的な利用に供することを目的とする公

園で都市規模に応じ、１カ所当たり面積10～50haを標準として配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広見公園 13.7ha（静岡県） 
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  (2) 運動公園 

    都市住民公園全般の主として運動の用に供することを目的とする公園で都市規模に応じ、１カ

所当たり面積15～75haを標準として配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三隅中央公園 23.4ha（島根県） 
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 3) 特殊公園 

  (1) 風致公園 

    主として風致を享受することを目的とする公園で樹林、水辺地地帯等の自然的条件に応じ適切

に配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝日山公園 25.0ha（佐賀県） 
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  (2) 動植物公園 

    動物園、植物園等特殊な利用に供される公園で都市規模に応じ、適切に配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊橋総合動植物公園 39.6ha（愛知県） 
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  (3) 歴史公園 

    史跡、名勝、天然記念物等の文化財を広く一般に供することを目的とする公園、文化財の立地

に応じ適宜配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

栗林公園 75.3ha（香川県） 
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  (4) 墓園 

    その面積の３分の２以上を園地とする景観の良好なかつ屋外レクリエーションの場として利用

に供される墓地を含んだ公園で都市の実情に応じて設けられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大庭台墓園 38.0ha（神奈川県） 
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 4) 大規模公園 

  (1) 広域公園 

    主として一の市町村の区域を越える広域のレクリエーション需要を充足することを目的とする

公園で、地方生活圏等広域的なブロック内の容易に利用可能な場所にブロック単位ごとに１カ所

程度、面積50ha以上を標準として配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北欧の杜公園 68.0ha（秋田県） 
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 5) 都市緑地 

  (1) 主として都市の自然的環境の保全ならびに改善、都市景観の向上を図るために設けられてい

る緑地であり、0.1ha以上を標準として配置する。但し既成市街地等において良好な樹林地等が

ある場合あるいは植樹により都市に緑を増加又は回復させ都市環境の改善を図るために緑地を設

ける場合にあってはその規模を0.05ha以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モデル図 宮部記念緑地 0.11ha（札幌市） 
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 6) 緑道 

  ア 災害時における避難路の確保、市街地における都市生活の安全性及び快適性の確保等を図るこ

とを目的として、近隣住区又は近隣住区相互を連絡するように設けられる植樹帯及び歩行者路又

は自転車路を主体とする緑地で幅員10～20mを標準として、公園、学校、ショッピングセンター、

駅前広場等を相互に結ぶよう配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さいたま緑道 12.3ha（埼玉県） 
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第３節第３節第３節第３節    多様なニーズに対応する都市公園多様なニーズに対応する都市公園多様なニーズに対応する都市公園多様なニーズに対応する都市公園    

 

国民の都市公園に対するニーズは多様であり、安全で安心できる都市づくりに対応する都市公園、長

寿・福祉社会の実現に資する都市公園、都市環境の保全・改善や自然との共生に資する都市公園、広域

的なレクリエーション活動や個性と活力のある都市、農村づくりに対応する都市公園など様々なニーズ

に対応した都市公園施策メニューが用意されている。これらを総括的にまとめたものが以下の表である。 

 

【多様なニーズに対応する都市公園事業】 

 

【項   目】     【施 策 名 称】          【内                 容】 

(1)安全で安心できる    ①防 災 公 園   地震災害時に広域防災拠点、広域避難地、一次避難地、避難路となる公 

都市づくりへの対               園の整備 

応            ②防災緑地緊急   都市開発資金により先行取得した避難地等となる防災公園の予定地に防 

整備事業     災上最小限必要な施設の整備を実施 

③防災公園・市街   市街地内の低・未利用地の有効利用により、防災公園と、市街地の防災 

地一体整備事業   機能を強化する施設の整備等を含む市街地の整備を一体的に行い、防災 

拠点の整備を推進 

④防災公園街区整   地震災害等に対し脆弱な構造となっている大都市地域の既成市街地にお 

備事業       いて、地方公共団体の要請により都市基盤整備公団が防災公園の整備と 

周辺市街地の整備改善を一体的に実施 

(2)長寿・福祉社会へ    ①健康福祉公園都   健康福祉公園都市づくり計画に基づき、いきいきふれあい公園、健康・ 

の対応          市づくり促進事   運動施設等の整備を、福祉施設等との連携調整を図りつつ計画的に推進 

業 

②いきいきふれ   福祉施設等と一体となった公園、使いやすいゆったりトイレの整備 

あい公園 

③健康・運動施   各年齢層が手軽に各種の運動が行える拠点的公園及び誰もが身近に健康 

設整備事業    運動を楽しめる施設を有する公園の整備 

④市民農園整備事   生産緑地の有効活用を図るとともに、家族が共に土とふれあうことので 

業         きる市民農園の整備 

(3)都市環境の保全・    ①環境ふれあい公   市民の環境活動や指導者育成等の拠点として、野生生物の生息地等とな 

改善や自然との共     園         る自然生態園や野鳥観察所等の施設を整備 

生への対応       ②都市緑化植物園   都市住民の都市緑化意識の高揚、植栽知識の普及等を図るため、教材園 

、植物展示等を有する緑の相談所等の整備 

③建設副産物等の   環境事業団による産業廃棄物処理施設と緑地の一体的整備、廃棄物処分 

有効活用に資す   場跡地等を活用した公園及びゴミ焼却場の廃熱等を活用した公園施設の 

る公園       整備 

④再生資源勝代   都市開発資金により先行取得した公園の予定地で建設副産物等の受け入 

緑地整備事業   れに必要な施設の整備を実施 

⑤緑地重点地区総   緑の基本計画に定められる「緑化の推進を重点的に図るべき地区」のう 

合整備事業     ち、景観形成、環境改善、及び防災機能を向上する地区において、骨格 

となる公園緑地の整備、公共公益施設の緑化を一体的に推進 

⑥平成の森づくり   地球温暖化対策としての都市の緑の重要性について、国民意識の一層の 

事業        高揚、啓発を図るとともに、更地から新たな樹林地の創出を図るため、 

植栽等について積極的に住民の参加、協力を得る都市公園事業を実施 

⑦花と緑のまちづ   地域住民の連帯感の醸成、花の名所づくりによる地域の活性化等、ボラ 

くり事業      ンティア住民参加による花と緑の景観づくりを推進 

⑧自然再生緑地整   自然的な環境を積極的に創出すべき地域等において、多様な生物の生息 

備事業       生育基盤の確保に資する良好な緑地の整備 

(4)広域的なレクリエ    ①地域活性化拠点   ビックイベントや商店街対策と連携して、地域特性を活かした特定テー 

ーション活動や個     公園整備事業    マを有する都市公園を中核として、民間との協力による地域活性化に資 

性と活力のある都               する公園の整備 

市、農村づくりへ     ②中心市街地活   商店街等の中心市街地の活性化を図るため、商業地域等において交流拠 

の対応           性化広場公園   点等となる公園・緑地の整備 

整備事業 

③緑とにぎわい   市街地に整備された都市公園の再整備等により、緑豊かな環境の中で、 

のまちなか公   地域住民のにぎわいの場となる交流拠点等の整備を図り、地域の活性化 

園        の推進 

④オートキャン   豊かな自然環境の中での宿泊滞在型レクリエーション需要に対応するた 

プ場       め、質の高いオートキャンプ場の整備 

⑤緑の歴史・文化   歴史的・文化的風土等を保全、活用するため、史跡等の文化財と一体と 

地区保全整備事業  なった公園整備等を推進 

 

⑥地域ルネッサ   身近な歴史風土や地域の特徴となる景観を地域と一体となって保存、復 

ンス公園     元、体験する公園の整備 


